
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 
 

開催日時：平成２９年３月３日（金）    ８：３３～８：４１ 

 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣，内閣府特命担当大臣） 

金 田 勝 年 国務大臣（法務大臣） 

岸 田 文 雄 国務大臣（外務大臣） 

松 野 博 一 国務大臣（文部科学大臣） 

塩 崎 恭 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

山 本 有 二 国務大臣（農林水産大臣） 

世 耕 弘 成 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

石 井 啓 一 国務大臣（国土交通大臣） 

山 本 公 一 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

稲 田 朋 美 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

今 村 雅 弘 国務大臣（復興大臣） 

松 本   純 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

鶴 保 庸 介 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 原 伸 晃 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

山 本 幸 三 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

丸 川 珠 代 国務大臣 

陪 席 者：萩生田 光 一 内閣官房副長官 

野 上 浩太郎 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

     ○一般案件      １件 

○国会提出案件   １６件 

○法律案       ９件 

○人事        ４件 

○配布        ３件 

     いずれも，案件表のとおり，決定等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

まず，閣議案件について，野上副長官から御説明申し上げます。 

○野上内閣官房副長官：国会提出案件について，申し上げます。まず，質問主意書に

対する答弁書１４件について，お手元の資料のとおり，御決定をお願いいたします。 

次に，平成２８年度第３・四半期における「予算使用の状況」及び「国庫の状況」

を国会及び国民に報告することについて，御決定をお願いいたします。 

次に，法律案９件について，御決定をお願いいたします。まず，「第７次地方分権

一括法案」は，地域の自主性及び自立性を高めるための改革を総合的に推進するた

め，地方公共団体等からの提案等を踏まえ，都道府県から指定都市等への事務・権

限の移譲等を行うため，関係法律を改正するものであります。 

次に，「金融商品取引法の一部改正法案」は，金融市場における情報通信技術の進

展等に対応するため，株式等の高速取引に関する法制の整備，上場会社による公平

な情報開示に係る規制の整備等の措置を講ずるものであります。 

次に，「銀行法等の一部改正法案」は，金融サービスに係る情報通信技術の進展等

に対応するため，電子決済等代行業者に関する法制の整備等の措置を講ずるもので

あります。 

次に，「独立行政法人国民生活センター法等の一部改正法案」は，消費者の被害の

発生又は拡大を防止するとともにその被害を回復するため，同センターの業務とし

て特定適格消費者団体の行う仮差押えに係る裁判所に対する担保を立てる業務を

追加する等の措置を講ずるものであります。 

次に，「畜産経営の安定に関する法律及び独立行政法人農畜産業振興機構法の一

部改正法案」は，需給状況に応じた乳製品の安定供給の確保等を図るため，加工原

料乳の生産者に補給金等を交付する制度を導入する等の措置を講ずるものであり

ます。 

次に，「外国為替及び外国貿易法の一部改正法案」は，我が国の安全保障に関連す

る技術又は貨物の海外流出の懸念が増大していることに鑑み，貨物の無許可輸出等

に対する罰則を強化する等の措置を講ずるものであります。 

次に，「道路運送車両法の一部改正法案」は，自動車の型式指定制度の適正な実施

を図るため，不正な手段により型式の指定を受けた場合において当該指定を取り消

す等の措置を講ずるものであります。 

次に，「不動産特定共同事業法の一部改正法案」は，同事業の活用の一層の推進を

図るため，小規模不動産特定共同事業の登録制度の創設等の措置を講ずるものであ

ります。 

次に，「土壌汚染対策法の一部改正法案」は，土壌汚染に関する適切な管理を推進

するため，土壌汚染状況調査の実施契機の拡充を図るとともに，都道府県知事によ

る汚染の除去等の措置命令制度の改善，有害物質使用特定施設設置者による土壌汚

染状況調査への協力に係る規定の整備等の措置を講ずるものであります。 

次に，人事案件について，申し上げます。まず，セネガル国等駐箚大使北原隆を  
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願いに依り免ずることについて，御決定をお願いいたします。また，ベルギー国駐

箚大使石井正文にインドネシア国駐箚を命ずることを承認することについて，御決

定をお願いいたします。 

次に，裁判官人事といたしまして，簡易裁判所判事に兼ねて任命するもの外１件

について，御決定をお願いいたします。 

次に，元財団法人日本サッカー協会会長岡野俊一郎を従四位に叙するもの外１８

６名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 

次に，配布資料といたしまして，「労働力調査報告」，「消費者物価指数」及び「家

計調査報告」があります。本件につきましては，後程，総務大臣及び関連して厚生

労働大臣から御発言があります。 

次に，件名外案件について，申し上げます。「円借款の供与に関する書簡」をミャ

ンマーとの間に交換することについて，御決定をお願いいたします。本件は，「水力

発電所改修計画」に約１０８億円を限度とする円借款を供与することについて，取

り極めるものであります。なお，本日の書簡交換まで不公表といたしたいので，御

了承をお願いいたします。 

○菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，総務大臣。 

○高市国務大臣：本日，労働力調査，消費者物価指数及び家計調査の結果を公表いた

しました。その主なポイントは，次のとおりです。 

１月の就業者数は６，４７０万人で，１年前に比べ４６万人の増加，完全失業者

数は１９７万人で，１年前に比べ１４万人の減少となりました。季節調整値で前月

からの増減をみると，就業者数は５万人の増加，完全失業者数は９万人の減少とな

りました。完全失業率は３．０％と，前月に比べ０．１ポイントの低下となり，約

２２年ぶりの低い水準で推移していることから，雇用情勢は引き続き改善傾向で推

移しています。 

１月の全国の消費者物価指数は，１年前に比べ０．４％の上昇となりました。生

鮮食品を除く指数は，１年前に比べ０．１％の上昇と，１年１か月ぶりの上昇とな

りました。生鮮食品とエネルギーを除いた指数は，１年前に比べ０．２％の上昇と，

３年４か月連続の上昇となりました。「生鮮食品を除く食料」など多くの品目は上昇

となりました。また，ガソリンの上昇幅が拡大したことなどにより「エネルギー」

の下落幅は縮小しました。 

全国２人以上世帯の１月の消費支出は，１年前に比べ実質１．２％の減少となり

ました。自動車購入を含む「自動車等関係費」が減少となったほか，不漁や価格の

高騰で生鮮魚介や生鮮野菜を含む「食料」などが減少となりました。２人以上の勤

労者世帯の実収入は，１年前に比べ名目で１．６％の増加と，６か月連続の増加，

実質で１．０％の増加と，３か月連続の増加となりました。 

○菅国務大臣：次に，厚生労働大臣。 

○塩崎国務大臣：平成２９年１月の有効求人倍率は，季節調整値で１．４３倍と，前

月と同水準となりました。有効求人は前月に比べ０．６％の増加，有効求職者は０．

４％の増加となりました。 
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求人・求職の動向や，総務大臣から報告のありました労働力調査の結果をみます

と，現在の雇用情勢は，着実に改善が進んでおります。ただし，海外経済の不確実

性や金融資本市場の変動の影響について留意が必要と考えます。 

今後とも，一億総活躍社会の実現に向けた最大のチャレンジである働き方改革や，

労働生産性の向上のための取組等を着実に推進していきます。閣僚の皆様には，御

理解と御協力をお願いいたします。 

○菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

御発言はございますか。 

無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 
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                 平成 29年 

                 ３月３日 

 

◎ 国 会 提 出 案 件 

1. 衆 議 院 議 員 中 根 康 浩 （ 民 進 ） 提 出 地 方 公 務 員  
法 の 欠 格 条 項 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に  
つ い て （ 決 定 ）         （ 総 務 省 ）  

   ○  1. 衆 議 院 議 員 階 猛 （ 民 進 ） 提 出 衆 議 院 予 算 委 員  
会 に お け る 金 田 法 務 大 臣 の 答 弁 に 関 す る 質 問  
に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ） （ 法 務 省 ）  

1. 参 議 院 議 員 有 田 芳 生 （ 民 進 ） 提 出 加 藤 勝 信 拉  
致 問 題 担 当 相 の 閣 議 後 記 者 会 見 に 関 す る 質 問  
に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ） （ 外 務 省 ）  

1. 衆 議 院 議 員 岡 本 充 功 （ 民 進 ） 提 出 安 全 保 障 と  
科 学 研 究 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い  
て （ 決 定 ）           （ 財 務 省 ）  

1. 衆 議 院 議 員 西 村 智 奈 美 （ 民 進 ） 提 出 児 童 扶 養  
手 当 の 現 況 届 の 提 出 の 見 直 し に 関 す る 質 問 に  
対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 )( 厚 生 労 働 省 ）  

1. 衆 議 院 議 員 柿 沢 未 途 （ 民 進 ） 提 出 外 国 人 技 能  
実 習 制 度 に お け る サ ラ ブ レ ッ ド 生 産 に 関 す る  
質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 )( 同 上 ）  

1. 衆 議 院 議 員 初 鹿 明 博 （ 民 進 ） 提 出 認 可 保 育 所  
の 退 園 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て  
（ 決 定 ）             （ 同 上 ）  

1. 衆 議 院 議 員 中 根 康 浩 （ 民 進 ） 提 出 待 機 児 童 対  
策 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て  
（ 決 定 ）             （ 同 上 ）  

1. 衆 議 院 議 員 大 串 博 志 （ 民 進 ） 提 出 諫 早 湾 干 拓  
潮 受 堤 防 排 水 門 の 開 門 調 査 と 有 明 海 再 生 事 業  
の 関 係 等 に 関 す る 再 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ  
い て （ 決 定 ）        （ 農 林 水 産 省 ）  

 

（ 金 ）閣 議 案 件 

資 料  
あ り  
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1. 衆 議 院 議 員 柿 沢 未 途 （ 民 進 ） 提 出 中 央 競 馬 と  
地 方 競 馬 の 「 二 重 構 造 」 に 関 す る 質 問 に 対 す  
る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）  （ 農 林 水 産 省 ）  

1. 参 議 院 議 員 小 川 勝 也 （ 民 進 ） 提 出 畜 産 業 に お  
け る ア ニ マ ル ウ ェ ル フ ェ ア に 関 す る 質 問 に 対  
す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）    （ 同 上 ）  

1. 衆 議 院 議 員 逢 坂 誠 二 （ 民 進 ） 提 出 防 衛 省 の 情  
報 公 開 ， 公 文 書 管 理 の あ り 方 に 関 す る 質 問 に  
対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）  （ 防 衛 省 ）  

1. 衆 議 院 議 員 西 村 智 奈 美 （ 民 進 ） 提 出 南 ス ー ダ  
ン 国 連 平 和 維 持 活 動 派 遣 部 隊 の 日 報 の 情 報 公  
開 ・ 公 文 書 管 理 問 題 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答  
弁 書 に つ い て （ 決 定 ）       （ 同 上 ）  

1. 参 議 院 議 員 糸 数 慶 子 （ 沖 縄 ） 提 出 那 覇 空 港 に  
お け る 滑 走 路 の 民 間 航 空 機 と 自 衛 隊 機 と の 共  
同 使 用 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て  
（ 決 定 ）             （ 同 上 ）  

   ☆ 平 成 ２ ８ 年 度 第 ３ ・ 四 半 期 に お け る 予 算 使 用 の 状  
況 を 国 会 及 び 国 民 に 報 告 す る こ と に つ い て  
（ 決 定 ）              （ 財 務 省 ）  

 〃  ☆ 平 成 ２ ８ 年 度 第 ３ ・ 四 半 期 に お け る 国 庫 の 状 況 を  
国 会 及 び 国 民 に 報 告 す る こ と に つ い て （ 決 定 ）  

（ 同 上 ）  
 
          ◎ 法 律 案  
   ○ 地 域 の 自 主 性 及 び 自 立 性 を 高 め る た め の 改 革 の 推  

進 を 図 る た め の 関 係 法 律 の 整 備 に 関 す る 法 律 案  
（ 決 定 ）     内 閣 府 本 府 ・ 総 務 ・ 厚 生 労 働  

・農 林 水 産 ・ 国 土 交 通 省 
 〃  ○ 金 融 商 品 取 引 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）  

（ 金 融 庁 ・ 財 務 省 ）  
 〃  ○ 銀 行 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）  

金 融 庁 ・ 財 務 ・ 厚 生 労 働  
・ 農 林 水 産 ・ 経 済 産 業 省  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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   ○ 独 立 行 政 法 人 国 民 生 活 セ ン タ ー 法 等 の 一 部 を 改 正  
す る 法 律 案 （ 決 定 ）    （ 消 費 者 庁 ・ 財 務 省 ）  

 〃  ○ 畜 産 経 営 の 安 定 に 関 す る 法 律 及 び 独 立 行 政 法 人 農  
畜 産 業 振 興 機 構 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案  
（ 決 定 ）            （ 農 林 水 産 省 ）  

 〃  ○ 外 国 為 替 及 び 外 国 貿 易 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案  
（ 決 定 ）   経 済 産 業 省 ・ 警 察 ・ 金 融 庁 ・ 総 務  

・財 務 ・ 文 部 科 学 ・ 厚 生 労 働 
・農 林 水 産 ・ 国 土 交 通 ・ 環 境 省 

 〃  ○ 道 路 運 送 車 両 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）  
（ 国 土 交 通 省 ）  

 〃  ○ 不 動 産 特 定 共 同 事 業 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案  
（ 決 定 ）        （ 国 土 交 通 省 ・ 金 融 庁 ）  

 〃  ○ 土 壌 汚 染 対 策 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）  
（ 環 境 省 ）  

 
◎ 人  事 

   ○ 特 命 全 権 大 使 北 原  隆 を 願 に 依 り 免 ず る こ と に つ  
い て （ 決 定 ）  

 〃  ○ 各 府 省 幹 部 職 員 の 任 免 に つ き ， 内 閣 の 承 認 を 得 る  
こ と に つ い て （ 決 定 ）  

   ☆ 判 事 三 浦  透 を 簡 易 裁 判 所 判 事 に 兼 ね て 任 命 し ，  
判 事 髙 野  伸 外 １ 名 を 願 に 依 り 免 ず る こ と に つ い  
て （ 決 定 ）  

   ☆ 岡 野 俊 一 郎 外 １ ８ ６ 名 の 叙 位 又 は 叙 勲 に つ い て  
（ 決 定 ）  

 

◎ 配  布 

☆ 労 働 力 調 査 報 告           （ 総 務 省 ） 

   ☆ 消 費 者 物 価 指 数            （ 同 上 ） 

   ☆ 家 計 調 査 報 告             （ 同 上 ） 

 

〔 ○ 署 名 あ り  ☆ 署 名 な し 〕 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  
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                 平 成 29 年 

                 ３ 月 ３ 日 

 

◎ 一 般 案 件 

   ○ 円 借 款 の 供 与 に 関 す る 日 本 国 政 府 と ミ ャ ン マ ー 連 

邦 共 和 国 政 府 と の 間 の 書 簡 の 交 換 に つ い て 

（ 決 定 ）              （ 外 務 省 ） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

 

 

 

 件 名 外 案 件 （ 金 ）

資 料  
あ り  
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